
宮城県私立高等学校等専攻科奨学給付金支給要綱 

 

 （趣旨） 

第１ 県は、全ての意思のある生徒等が安心して教育を受けられるよう、授業料以外の教育に必要な経費の負

担軽減を図るため、私立の高等学校等専攻科に在学する専攻科生徒がいる低中所得世帯に対し、高等学校等

修学支援事業費補助金（専攻科の生徒への奨学のための給付金）交付要綱（令和2年4月1日文部科学大臣

決定「以下、専攻科国交付要綱」という。）の規定に基づき、宮城県私立高等学校等専攻科奨学給付金（以

下「給付金」という。）を支給するものとし、その支給等に関しては、補助金等交付規則（昭和 51年宮城

県規則第36号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

 （定義） 

第２ この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に掲げるところによる。 

 (1) 高等学校等専攻科 高等学校及び中等教育学校（後期課程）の専攻科（特別支援学校の専攻科を除く。）

のうち私立のもの 

 (2) 生徒（新制度） 専攻科国交付要綱別表１（高等学校等修学支援事業費補助金（専攻科の生徒への修学

支援）交付要綱第３条第３項各号のいずれかに該当する場合を除く）に規定する高等学校等専攻科の生徒

（特別支援学校の専攻科に通う生徒を除く。）をいう。 

(3) 生徒（旧制度） 専攻科国交付要綱別表２（高等学校等修学支援事業費補助金（専攻科の生徒への修学

支援）交付要綱第３条第３項各号のいずれかに該当する場合を除く）に規定する高等学校等専攻科の生徒

をいう。 

(4) 生計維持者 生徒に父母がいる場合は当該父母とし、生徒に父母がいない場合又は生徒が次に掲げる

者である場合は当該生徒（当該生徒が主として他の者の収入により生計を維持している場合にあっては、

当該他の者）をいう。 

ア 満１８歳となる日の前日において児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号の 

規定により同法第６条の４に規定する里親に委託されていた者又は同号の規定により入所措置が採ら

れて同法第４１条に規定する児童養護施設に入所していた者 

イ 満１８歳となる日の前日において児童福祉法第２７条第１項第３号の規定により同法第６条の３第８

項に規定する小規模住居型児童養育事業を行う者に委託されていた者又は同号の規定により入所措置

が採られて同法第４３条の２に規定する児童心理治療施設若しくは同法第４４条に規定する児童自立

支援施設に入所していた者 

ウ 満１８歳となる日の前日において児童福祉法第６条の３第１項に規定する児童自立生活援助事業を行

う者に委託されていた者 

エ ア、イ又はウに掲げる者に準ずるものとして適切と認められる者 

(5) 認定基準日 当該年度の７月１日（第４第２項又は第１３第３項の場合において、災害等が発生した日

又は家計が急変した日が７月２日以降の場合にあっては、申請のあった月の翌月（災害等が発生した日又

は家計が急変した日が申請のあった月の１日の場合は、申請のあった月）の１日）をいう。ただし、学則

その他当該高等学校等専攻科の設置者が定めるところにより７月２日以降に入学することとされている

高等学校等専攻科に入学する者については、その入学の日をいう。 

(6) 扶養する子等が３人以上いる世帯 市町村民税に係る生計維持者に生計を維持されている子等が３人

以上であり、かつ生徒が当該生計維持者に扶養されている子等に該当する世帯をいう。なお、子等とは、

市町村民税における生計維持者の扶養親族であるもののうち、生計維持者との続柄が子であるもの又は、

扶養している生計維持者よりも年長ではなく、かつ生計維持者との関係が尊属及び配偶者でもないもの

とする。また、特定親族については、市町村民税の所得割の賦課期日の属する年の前年の合計所得金額が

95 万円以下である者に限る。市町村民税の扶養親族又は特定親族に反映されない者であっても、生計維

持者に新たに生まれた子等（市町村民税における扶養の判定より後に、生計維持者に出生した実子など）

も、子等に含める。 

 (7) 所得割合算額 生計維持者等全員の認定基準日の属する年度分の道府県民税所得割及び市町村民税所

得割の合算額をいう。 

(8) 世帯区分１ 認定基準日の属する年度分の所得割合算額が非課税である世帯 



(9) 世帯区分２ 認定基準日の属する年度分の所得割合算額が１０５，５００円未満である世帯（世帯区分

１を除く。）をいう。 

(10) 世帯区分３ 認定基準日の属する年度分の所得割合算額が２６４，５００円未満である世帯であり、

扶養する子等が３人以上いる世帯（世帯区分１及び世帯区分２を除く）をいう。 

 

（給付金の対象者） 

第３ 給付金は、認定基準日において私立の高等学校等専攻科に在学している生徒（以下「専攻科生徒」とい

う。）の生計維持者であって、次に掲げる要件の全てに該当する者に対して給付する。 

(1) 認定基準日において宮城県内に住所を有していること。 

(2) 認定基準日において生計維持者全員の所得割合算額が、世帯区分１、世帯区分２、世帯区分３のいずれ

かに該当する者又は家計急変による経済的理由により対象区分に相当すると認められること 

２ 前項の規定にかかわらず、給付金は、専攻科生徒又はその生計維持者が次の各号のいずれかに該当すると

きは、給付しない。 

(1) 専攻科生徒が児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）による措置に要する費用の支弁対象であり、当 

該専攻科生徒に係る見学旅行費又は特別育成費（母子生活支援施設の生徒に係るものを除く。）が支弁さ

れている場合 

(2) 専攻科生徒が認定基準日において休学している場合（知事が別に定める場合を除く。） 

 

（給付金の額） 

第４ 給付金は、下記に定めるところによる。 

(1)生徒（新制度）の世帯への給付額 

世帯区分 生徒１人あたりの給付支給額 

世帯区分１ 年額52,100円 

世帯区分２ 年額17,370円 

世帯区分３ 年額13,030円 

 

(2)生徒（旧制度）の世帯への給付額 

世帯区分 生徒１人あたりの給付支給額 

世帯区分１ 年額52,100円 

世帯区分２ 年額10,420円 

世帯区分３ 年額10,420円 

 

２ 着用を義務付けられている制服が災害等により喪失・毀損した場合であって、再度、制服の購入が必要で

ある場合については、当該災害等につき１回に限り、前項に定める額に、当該専攻科生徒が次の各号の表に

掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ同表に定める金額を加算することができる。 

(1)生徒（新制度）の世帯への加算額 

世帯区分 加算額 

世帯区分１ 年額81,000円 

世帯区分２ 年額27,000円 

世帯区分３ 年額20,250円 

 

 



(2)生徒（旧制度）の世帯への加算額 

世帯区分 加算額 

世帯区分１ 年額81,000円 

世帯区分２ 年額16,200円 

世帯区分３ 年額16,200円 

 

３ 認定基準日の翌日以降に専攻科生徒が休学し、又は退学した場合にあっても、給付金の返納は要しない。 

 

（給付上限回数） 

第５ 給付金の給付の回数の上限（以下「給付上限回数」という。）は、専攻科生徒１人につき年１回、通算

２回（修業年限が１年の場合は、１回）とする。 

 

（給付の申請） 

第６ 給付金の支給を受けようとする者は、それぞれ各号に定める書類を、知事が別に定める日までに、宮城

県内に設置されている高等学校等専攻科に在籍している生徒のいる生計維持者にあっては、在籍している

学校長を経て、それ以外の生計維持者については直接、知事に提出しなければならない。 

(1) 宮城県内に設置されている高等学校等専攻科に在学している生徒等のいる生計維持者 

ア 宮城県私立高等学校等専攻科奨学給付金受給申請書（様式第1-1、1-2号） 

イ 口座振込依頼書（様式第２号） 

ウ 生計維持者全員の所得割合算額が第２に定める世帯区分に該当することを証明する書類 

  エ 扶養親族申告書（様式第３号） 

オ 生徒等の国籍又は在留資格が確認できる書類（知事が別に定めるものを除く。） 

カ 加算額の給付を受けようとする世帯は、制服が災害等により喪失・毀損したことを証明する書類（罹

災証明書等の写し等）及び再度、制服の購入が必要であることを証明する書類（在学する高等学校等専

攻科等の証明書等） 

キ その他知事が必要と認める書類 

(2) 前号以外の専攻科生徒のいる生計維持者等 

  ア 私立高等学校等専攻科奨学給付金受給申請書（様式第1-1、1-2号） 

  イ 口座振込依頼書（様式第２号） 

  ウ 在学証明書（参考様式） 

  エ 生計維持者等全員の所得割合算額が第２に定める世帯区分に該当することを証明する書類 

  オ 扶養親族申告書（様式第３号） 

カ 加算額の給付を受けようとする世帯は、制服が災害等により喪失・毀損したことを証明する書類（罹

災証明書等の写し等）及び再度、制服の購入が必要であることを証明する書類（在学する高等学校等専

攻科の証明書等） 

キ その他知事が必要と認める書類 

２ 前項の規定にかかわらず、家計急変による経済的理由により給付金の支給を受けようとする者は、次の各 

号に定める書類を、知事が別に定める日までに、前項に定める方法により提出するものとする。 

 (1) 私立高等学校等専攻科奨学給付金受給申請書（様式第1-1、1-2号） 

 (2) 口座振込依頼書（様式第２号） 

 (3) 在学証明書（参考様式） 

(4) 家計急変の発生事由を証明する書類 

(5) 家計急変前及び家計急変後の収入を証明する書類 

(6) 加算額の給付を受けようとする世帯は、制服が災害等により喪失・毀損したことを証明する書類（罹

災証明書等の写し等）及び再度、制服の購入が必要であることを証明する書類（在学する高等学校等専攻

科の証明書等） 



(7) その他知事が必要と認める書類 

 

（給付の決定） 

第７ 知事は第６第１項及び第２項の規定による申請に基づき、支給を決定したときは高等学校等専攻科奨学

給付金支給決定通知書（様式第４号）により、支給しないことを決定したときは高等学校等専攻科奨学給付

金不支給決定通知書（様式第５号）により、生計維持者に通知する。 

 

（授業料以外の教育費との相殺） 

第８ 専攻科生徒の生計維持者は、私立高等学校等が徴収する授業料以外の教育に必要な経費と相殺するため、 

給付金の受給を学校設置者又は学校長に委任（様式第６号）することができる。 

 

（給付の決定の取消し） 

第９ 知事は、専攻科生徒の生計維持者が偽りその他不正の手段により給付金の給付を受けたと認める 

ときは、第７の規定による給付金の給付の決定を取り消すことがある。 

２ 知事は、前項の規定による取消しをしたときは、その旨を当該取消しに係る生計維持者に通知する。 

 

（加算金及び延滞金） 

第 10 知事は、第９第１項の規定により支給の決定の取り消しを行い、給付金の返還を命じたときは、その

命令に係る給付金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該返還を命じた額につき年１０．９５パー

セントの割合で計算した加算金を徴収するものとする。 

２ 知事は、返還を命ぜられた者が返還期日までに給付金を返還しなかったときは、返還期日の翌日から返還

の日までの日数に応じ、その未納付額につき年１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を徴収するも

のとする。 

 

（家計急変世帯への支援） 

第11 家計急変により生計維持者の収入が減少したことによって、第４第１項（１）又は（２）の表に定める 

世帯区分に相当すると認められる世帯に属する生徒については、第４第１項（１）又は（２）の表に定める 

世帯区分に属するものとみなして、この要綱の規定を適用するものとする。 

２ ７月１日までに家計が急変し、申請のあった者には、第４第１項（１）又は（２）の表に定める額の給付

金を給付する。 

３ ７月２日以降に家計が急変し、申請のあった者には、第４第１項（１）又は（２）の表に定める額に基づ

き、申請のあった翌月以降の月数に応じて算定した額を給付することを基本として、別に定める額の給付金

を給付する。 

４ 着用を義務付けられている制服が災害等により喪失・毀損した場合であって、再度、制服の購入が必要で

ある場合については、当該災害等につき１回に限り、前２項の金額に、第４第２項（１）又は（２）に定め

る額を加算することができる。 

５ 第６第２項の規定による申請（以下「家計急変世帯に係る申請」という。）があった場合は、申請時にお

ける最新の家計の状況を確認するものとする。 

６ 前各項の規定による給付額の算定において、１円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとす

る。 

 

（その他） 

第12 この要綱に定めるもののほか、給付金の支給に関し必要な事項は、知事が別に定める。 

 

   附 則 

  この要綱は、令和８年８月６日から施行し、令和８年４月１日から適用する。 


